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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第４期

第３四半期連結
累計期間

第５期
第３四半期連結
累計期間

第４期
第３四半期連結
会計期間

第５期
第３四半期連結
会計期間

第４期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 462,241 529,036 185,329 188,169 628,590

経常損失(△）（千円） △111,068△83,252 △28,689 △23,090△153,921

四半期純利益又は四半期(当期)　純

損失（△）(千円）
△103,743△52,407 △22,962 6,364 △141,174

純資産額（千円） － － 396,879 287,981 363,773

総資産額（千円） － － 546,466 523,306 487,787

１株当たり純資産額（円） － － 3.80 2.32 3.17

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△1.70 △0.86 △0.38 0.10 △2.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 42.6 27.1 39.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△106,741△27,448 － － △157,351

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
99,982 10,029 － － 127,316

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,400 67,243 － － △2,400

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 263,971 289,728 239,646

従業員数（人） － － 29 25 29

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．第４期、第４期第３四半期連結会計期間、第４期第３四半期連結累計期間及び第５期第３四半期連結累計期間

の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

るため、記載しておりません。また、第５期第３四半期会計期間については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 25      

（注）従業員数は就業人員であり、当第３四半期連結会計期間末日現在の人員を記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 5      

（注）従業員数は就業人員であり、当第３四半期会計期間末日現在の人員を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

（1）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

教育事業（千円） 9,000 △14.5

衛星放送事業（千円） 63,340 △8.6

商事事業（千円） 115,828 9.9

その他（千円） － △100.0

合計（千円） 188,169 1.5

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２. 「その他」セグメントにつきましては、連結子会社エスコムが貸付金等によるファイナンス事業を行ってお

ります。

３．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。　

相手先

前第３四半期連結会計期間
  （自　平成20年10月１日
  至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
  （自　平成21年10月１日
  至　平成21年12月31日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

スカパーＪＳＡＴ株式会社 39,072 21.1 33,489 17.8

伊藤忠商事株式会社　 28,594 15.4 28,594 15.2

４. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

（2）仕入実績

当第３四半期連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　
前年同四半期比（％）　

　

教育事業（千円） － －

衛星放送事業（千円） 61,950 △8.1

商事事業（千円） 75,777 14.0

その他（千円） － －

合計（千円） 137,727 2.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

        ２．金額は実際仕入価格によっております。

 

２【事業等のリスク】

　当社グループは、当第３四半期連結会計期間において、連結営業損失を20百万円計上しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が生じさせるような状況が存在しております。　

　　　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況　

　当第３四半期における国内の経済状況は、政府が月例経済報告においてデフレ状態にあることを宣言したように、物

価下落による企業業績の悪化が雇用情勢や所得の低迷を招いて、景気の先行き不透明感は未だに払拭されておらず、

景気回復の端緒が掴めないまま引き続き厳しい状況で推移しました。　

　このような厳しい経営環境が取り巻く中、当社グループでは今期下期における新規Ｍ＆Ａの成立を目指しつつ、子会

社である株式会社ウエルネスの理美容商材販売や新たに開始した広告代理事業を始めとする各事業の売上拡大、内部

統制環境の更なる拡充などについて経営努力を重ねてまいりました。

　この結果、当第３四半期における業績につきましては、連結売上高は188百万円（前年同期比1.5％増）、営業損失は

20百万円（前年同期は38百万円の営業損失）、経常損失は23百万円（前年同期は28百万円の経常損失）、四半期純利

益は6百万円（前年同期は22百万円の四半期純損失）となりました。

　なお、事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。

① 教育事業

　教育事業につきましては、引き続き在庫リスクを抱える事業形態からの転換を進めながら、企業教育コンサルティ

ング事業の業務拡大を継続しておりますが、昨今における各企業のコスト節減傾向の影響などから売上増加に結び

ついておらず、当第３四半期連結会計期間における当事業の売上高は９百万円（前年同四半期比14.5％減）となり

ました。

② 衛星放送事業

　衛星放送事業につきましては、新規視聴者獲得に向けて主力媒体であるスカイパーフェクＴＶ！やＣＡＴＶ各局

などと協力して営業活動を推進してまいりましたが、消費の停滞が続くなか業績の改善には至らず、当第３四半期

連結会計期間における当事業の売上高は63百万円（前年同四半期比8.6％減）となりました。

③ 商事事業及びその他事業

　商事事業及びその他事業につきましては、新規に開始した広告代理事業が収益を上げ始めており、連結子会社であ

る株式会社ウエルネスの理美容関連商材も第２四半期に引き続いて売上に貢献しております。この結果、当第３四

半期連結会計期間における当事業の売上高は115百万円（前年同四半期比9.8％増）となりました。

　

（2）財政状態の分析　

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、523百万円となり、前連結会計年度末比35百万円の増加となりまし

た。その主な要因は、現金及び預金の増加額50百万円によるものであります。負債は235百万円となり、前連結会計年度

末比111百万円の増加となりました。その主な要因は、支払手形及び買掛金の増加額53百万円、並びに長期借入金（1年

内返済予定含む）の増加額67百万円によるものであります。純資産は287百万円となり、前連結会計年度末比75百万円

の減少となりました。その主な要因は、四半期純損失52百万円の計上によるものであります。　

　　

（3）キャッシュ・フローの状況　

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、289百万円（前年同期は263百万

円)となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、15百万円（前年同期は19百万円の減少）となり

ました。これは主に、税金等調整前四半期純利益10百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は、17百万円（前年同期は48百万円の増加）となり

ました。これは主に、敷金及び保証金の回収による収入17百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は、47百万円（前年同期は１百万円の減少）となり

ました。これは主に、長期借入れによる収入50百万円によるものであります。　

  

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

 5/30



 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。

　　

（6）継続企業の前提に関する重要事象等　

当社グループは、当第３四半期連結累計期間において、連結営業キャッシュ・フロー△27百万円及び連結営業損失

90百万円を計上しており、第２四半期に引き続き継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しておりますが、当社はこのような状況を解消すべく、平成21年度の事業計画に準じ、新規事業開拓、各既存事業の営

業拡大を推進し、またＭ＆Ａ成立を目指し経営努力を継続して参ります。

財務面では自己資本比率が27.1％となっており、更に財務キャッシュ・フローの改善を進めていきますが、今後当

社が企業買収や業務資本提携を実行するための資金調達方法としては、新株予約権の権利行使や増資、金融機関から

の借入等を見込んでおります。

しかしながら、企業買収が当初の予想通り収益に繋がらない可能性、及びデフレ懸念が存在する現在の景気状況な

どの外部要因を考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると判断しております。

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連

結財務諸表には反映しておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 229,320,000

計 229,320,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,198,906 61,198,906ジャスダック証券取引所 単元株式数 1,000株 

計 61,198,906 61,198,906 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。　
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（２）【新株予約権等の状況】

  株式移転後の当社が旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 ①　平成18年２月24日臨時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）                   4,431

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                       －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　 　

新株予約権の目的となる株式の数（株）               4,431,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　　　　　　　　 43

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成27年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　   発行価格　　 　43

　　　資本組入額　 　22 

新株予約権の行使の条件

①　当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは従

業員として本新株予約権の割当を受けた者は、権利行

使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監

査役あるいは従業員の地位にあること、また、当社また

は当社関係会社の取引先・提携先あるいはこれらの関

係当事者として割当を受けた者は、権利行使時におい

ても、当社または当社関係会社の取引先・提携先ある

いはこれらの関係当事者としての地位にあることを要

するものとする。

②　本新株予約権の質入その他の処分は認めないものと

する。

③　本新株予約権者が死亡した場合は、取締役会の承認に

より本新株予約権者の相続人が行使することができ

る。

④　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づ

き、本新株予約権者との間で締結する「第５回新株予

約権割当契約書（付与契約）」の定めるところによ

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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   当社が会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  ②　平成19年６月29日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在 
（平成21年12月31日） 

新株予約権の数（個）                   5,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                       －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　

新株予約権の目的となる株式の数（株）               5,000,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）                      31

新株予約権の行使期間
自　平成21年７月21日

至　平成29年７月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 　31

資本組入額　　 16

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続を認めるものとする。

②　新株予約権の質入その他の処分は認めないものとす

る。

③　その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 　当該新株予約権の譲渡はできないものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）

 （注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を

総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項

第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行す

るものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

 　　① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の　

数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再編

後払込金額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使できる期間

　当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生

日のうちいずれか遅い日から、当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の満了

日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、当該新株予

約権の募集事項の定めに準じて決定する。
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 　　⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

　当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
－ 61,198,906 － 875,196 － 436,864

 

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

 

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　   1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  61,193,000 61,193 －

単元未満株式 普通株式　　　   4,906 － －

発行済株式総数               61,198,906 － －

総株主の議決権 － 61,193 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が44,000株含まれております。また、　

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数44個が含まれております。

 

　　②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ジェイ・エスコムホール

ディングス株式会社

東京都港区赤坂

六丁目15番11号
1,000   － 1,000 0.00

計 － 1,000   － 1,000 0.00
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 18 21 25 40 30 25 21 20 31

最低（円） 10 13 17 19 22 17 16 14 16

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

13/30



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法

人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

14/30



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 289,728 239,646

受取手形及び売掛金 55,850 44,221

たな卸資産 ※1
 8,011

※1
 29,861

前払費用 1,941 2,697

繰延税金資産 3,999 3,999

その他 8,388 8,032

貸倒引当金 △470 △1,468

流動資産合計 367,449 326,992

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,982 14,959

減価償却累計額 △14,792 △14,464

建物及び構築物（純額） 4,190 495

工具、器具及び備品 10,691 10,691

減価償却累計額 △8,280 △7,251

工具、器具及び備品（純額） 2,411 3,440

土地 31,000 31,000

建設仮勘定 － 1,361

有形固定資産合計 37,601 36,298

無形固定資産

のれん 2,648 3,215

その他 2,101 2,398

無形固定資産合計 4,750 5,614

投資その他の資産

関係会社株式 ※2
 101,357

※2
 94,746

差入保証金 9,406 22,304

繰延税金資産 763 763

その他 2,164 2,891

貸倒引当金 △186 △1,824

投資その他の資産合計 113,505 118,881

固定資産合計 155,856 160,794

資産合計 523,306 487,787
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 132,904 79,626

1年内返済予定の長期借入金 10,392 －

未払金 6,968 7,404

未払費用 8,332 7,447

未払法人税等 4,567 10,069

賞与引当金 1,290 4,440

その他 7,093 5,158

流動負債合計 171,548 114,146

固定負債

長期借入金 56,851 －

預り保証金 5,800 6,091

その他 1,124 3,775

固定負債合計 63,776 9,866

負債合計 235,324 124,013

純資産の部

株主資本

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,170,230 △1,117,822

自己株式 △68 △68

株主資本合計 141,761 194,168

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △33 △162

評価・換算差額等合計 △33 △162

新株予約権 143,504 166,566

少数株主持分 2,750 3,200

純資産合計 287,981 363,773

負債純資産合計 523,306 487,787
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 462,241 529,036

売上原価 345,134 402,495

売上総利益 117,107 126,540

販売費及び一般管理費 ※
 243,248

※
 217,343

営業損失（△） △126,141 △90,803

営業外収益

受取利息 163 51

受取手数料 － 167

為替差益 500 －

持分法による投資利益 14,558 6,611

雑収入 462 1,807

営業外収益合計 15,683 8,637

営業外費用

支払利息 10 366

為替差損 － 4

雑損失 600 715

営業外費用合計 611 1,086

経常損失（△） △111,068 △83,252

特別利益

前期損益修正益 1,236 127

投資有価証券償還益 2,815 －

貸倒引当金戻入額 9,148 1,182

賞与引当金戻入額 － 3,300

償却債権取立益 － 107

新株予約権戻入益 － 33,093

特別利益合計 13,200 37,809

特別損失

商品廃棄損 1,623 －

貸倒引当金繰入額 47 －

特別損失合計 1,671 －

税金等調整前四半期純損失（△） △99,539 △45,442

法人税、住民税及び事業税 9,714 －

法人税等合計 9,714 7,470

少数株主損失（△） △5,510 △505

四半期純損失（△） △103,743 △52,407
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 185,329 188,169

売上原価 133,193 143,897

売上総利益 52,136 44,271

販売費及び一般管理費 ※
 90,519

※
 64,442

営業損失（△） △38,383 △20,170

営業外収益

受取利息 2 7

為替差益 － 77

持分法による投資利益 10,191 －

雑収入 244 98

営業外収益合計 10,438 182

営業外費用

支払利息 3 263

為替差損 171 －

持分法による投資損失 － 2,838

雑損失 570 －

営業外費用合計 745 3,101

経常損失（△） △28,689 △23,090

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,406 175

賞与引当金戻入額 2,802 －

新株予約権戻入益 － 33,093

特別利益合計 8,208 33,269

特別損失

前期損益修正損 － 0

特別損失合計 － 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△20,480 10,178

法人税、住民税及び事業税 4,328 －

法人税等合計 4,328 3,740

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,846 73

四半期純利益又は四半期純損失（△） △22,962 6,364
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △99,539 △45,442

減価償却費 1,767 1,774

のれん償却額 － 567

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,800 △2,635

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,068 △3,150

前期損益修正損益（△は益） － △127

新株予約権戻入益 － △33,093

受取利息及び受取配当金 △163 △51

支払利息 － 366

株式報酬費用 24,762 10,030

持分法による投資損益（△は益） △14,558 △6,611

売上債権の増減額（△は増加） 4,511 △11,628

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,049 21,849

仕入債務の増減額（△は減少） △17,561 53,277

その他 4,365 △184

小計 △103,233 △15,057

利息及び配当金の受取額 163 51

利息の支払額 △10 △346

法人税等の支払額 △3,660 △12,095

営業活動によるキャッシュ・フロー △106,741 △27,448

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △242 △2,766

投資有価証券の取得による支出 △72,000 －

投資有価証券の償還による収入 2,186 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

21,071 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 150,000 －

敷金及び保証金の回収による収入 － 18,183

敷金及び保証金の差入による支出 △1,032 △5,286

その他 － △100

投資活動によるキャッシュ・フロー 99,982 10,029

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 70,000

長期借入金の返済による支出 △2,400 △2,757

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,400 67,243

現金及び現金同等物に係る換算差額 △840 256

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,999 50,081

現金及び現金同等物の期首残高 273,970 239,646

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 263,971

※
 289,728

EDINET提出書類

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社(E05543)

四半期報告書

19/30



【継続企業の前提に関する注記】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　当社グループは、当第３四半期連結累計期間において、連結営業キャッシュ・フロー△27百万円及び連結営業損失90百

万円を計上しており、第２四半期に引き続き継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

りますが、当社はこのような状況を解消すべく、平成21年度の事業計画に準じ、新規事業開拓、各既存事業の営業拡大を推

進し、またＭ＆Ａ成立を目指し経営努力を継続して参ります。

　財務面では自己資本比率が27.1％となっており、更に財務キャッシュ・フローの改善を進めていきますが、今後当社が

企業買収や業務資本提携を実行するための資金調達方法としては、新株予約権の権利行使や増資、金融機関からの借入等

を見込んでおります。

　しかしながら、企業買収が当初の予想通り収益に繋がらない可能性、及びデフレ懸念が存在する現在の景気状況などの

外部要因を考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると判断しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連結財

務諸表には反映しておりません。　
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 　　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及び関連会

社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号　平成

20年５月13日）を適用しておりますが、連結範囲に変更はございません。

２．税金費用の計算方法の変更 　　第１四半期連結会計期間より、税金費用は連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前当期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

 

　【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　（連結キャッシュ・フロー計算書）

　　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「支払利息」と「のれん償却額」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することと

しました。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「支払

利息」と「のれん償却額」はそれぞれ10千円と378千円となります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率の合理的な基準を使用し

て一般債権の貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の算定方法 　実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的

な方法により算定しております。また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、

収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下

げを行う方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は「法人税等合計」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　

　　　　商品　　　　　　　　　　　　8,011千円　　

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　

　　　　商品　　　　　　　　　　　29,861千円　　

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと　

おりであります。　

　　　　関連会社株式　　　　　　　101,357千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと　

おりであります。　

　　　　関連会社株式　　　　　　　94,746千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 31,633千円

給料・賞与 65,007 

賃借料 19,229 

株式報酬費用 24,762 

役員報酬 31,066千円

給料・賞与 55,867 

賃借料 14,352 

株式報酬費用 10,030 

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 10,901千円

給料・賞与 23,583 

賃借料 6,371 

株式報酬費用 8,284 

役員報酬 10,266千円

給料・賞与 17,747 

賃借料 3,789 

株式報酬費用 － 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 263,971

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 263,971

 

 （千円）

現金及び預金勘定 289,728

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 289,728
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 61,198,906株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,407株

 

３．新株予約権等に関する事項 

(1）第５回新株予約権

　　①新株予約権

　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

　新株予約権の目的となる株式の数 277千株

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高

②ストックオプションとしての新株予約権　

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　

－千円

　

77,679千円　

 

(2）第６回新株予約権

　ストックオプションとしての新株予約権 　

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　 65,824千円

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業 その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 10,52369,282105,440 82 185,329 － 185,329

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 151 151 △151 －

計 10,52369,282105,440 233 185,480△151 185,329

営業利益（又は営業損失△） △16,630 246 △2,864 △309△19,557△18,825△38,383

　

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業 その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 9,00063,340115,828 － 188,169 － 188,169

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 260 260 △260 －

計 9,00063,340115,828 260 188,429△260 188,169

営業利益（又は営業損失△） △6,861 602 △6,007 △16 △12,282△7,888△20,170

　

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業  その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 28,613212,133216,8354,659462,241 － 462,241

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 151 151 △151 －

計 28,613212,133216,8354,810462,392△151 462,241

営業利益（又は営業損失△） △45,3101,015△15,413△3,387△63,095△63,045△126,141
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当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業  その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 27,000194,022308,013 － 529,036 － 529,036

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 738 738 △738 －

計 27,000194,022308,013 738 529,775△738 529,036

営業利益（又は営業損失△） △21,353 248△27,019△216△48,341△42,462△90,803

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品等

事業区分 事業内容

教育事業 

 

小中高教材、小学生及び中学生対象のインターネット学習システムの編集・制作

・販売、企業向けコンサルティング　

衛星放送事業 デジタル衛星放送による中学校教科書別学習講座の制作・放送

商事事業

 

カタログ販売、文房具及び事務機消耗品の通信販売事業、理美容商材等の販売

（※）、広告代理業

その他 貸付金による利息収入等のファイナンス事業

 （※）　理美容商材等の販売は、平成20年７月１日（前第２四半期）から株式会社ウエルネスを連結子会　　　

　　　 社に含めたことによるものであります。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

　（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

権利不行使による失効により利益として計上した金額

新株予約権戻入益　　　　　　　　　　　　33,093千円　
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（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 2.32円 １株当たり純資産額 3.17円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1.70円 １株当たり四半期純損失金額（△） △0.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △103,743 △52,407

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △103,743 △52,407

期中平均株式数（千株） 61,197 61,197

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―― ――
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.38円 １株当たり四半期純利益金額　 0.10円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △22,962 6,364

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△22,962 6,364

期中平均株式数（千株） 61,197 61,197

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―― ――

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）　

著しい変動がないため、記載しておりません。　

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

    該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月13日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　㊞

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ・

エスコムホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の

平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第３四半期連結累計期間にマイナス１億６百万円

の連結営業キャッシュ・フロー及び１億26百万円の連結営業損失を計上しており、利益剰余金がマイナス10億80百万

円となっている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対

応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月12日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社
取締役会　御中

 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　㊞

  

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ・

エスコムホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連

結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の

平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第３四半期連結累計期間にマイナス27百万円の連

結営業キャッシュ・フロー及び90百万円の連結営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該

状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映されて

いない。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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